	作成課
	○○課

	保存期間
	平成○○年○○月○○日まで保存
（セット後保存期間〇年）

	性質/日付
	機密性○、平成○○年○○月○○日

	備考
	未定稿：個人文書



                                                       　　　　　　     
（様式第１）
                                                                    番          号
                                                                    年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金交付申請書
　令和　年度長野県地域商業機能複合化推進事業を実施したいので、下記により補助金を交付してください。
記

１．補助事業に要する経費及び補助金交付申請額（注１）（注２）
（１）補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円

（２）補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円
２．補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分

別紙１・２のとおり
３．補助事業に対応する市町村の予算の内容（注３）
（１）予算の名称（款項目節）
（２）予算額
４．補助事業完了予定期日
年　　月　　日

（注１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。

補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額
（注２）交付要綱第２５条第１項に規定する交付規程を添付すること。

（注３）市町村の予算について、議会の議決を得たことが分かる資料を添付すること。


（様式第１別紙１）

補助事業概要
事業内容

１．間接補助事業者名
２．補助事業の概要
（１）当該地域の課題に対して商店街等に期待すること
	


＊市町村において、本事業の実施により商店街等をどのように活用し、地域の持続的発展を促進していくか、計画・ビジョン等を記載してください。
＊市町村が定める地域のまちづくり計画や商業振興ビジョン等に位置付けられている場合は添付してください。
（２）事業概要
	事業区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）

	事業概要
	


３．経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	間接補助事業に要する経費
（※１）
	間接補助対象経費
（※２）
	補助事業に要する経費
（※３）
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
交付申請額
（※４）
	市町村
負担額（※５）
	間接補助事業者負担額
（※６）
	

	
	
	
	
	
	
	


※１．間接補助事業者が行う事業に要する経費の総額をいう。
※２．※１のうち、補助金交付の対象として知事が認める経費をいう。
※３．※２のうち、市町村長が間接補助事業者に交付する間接補助金の額をいう。
※４※５．交付要綱別表（間接補助対象経費及び補助率）に規定する補助率に準じた額とすること。
※６．間接補助事業者負担額＝間接補助対象経費－県補助金交付申請額－市町村負担額

（様式第１別紙２）
令和　年度長野県地域商業機能複合化推進事業
間接補助事業計画書
	事業区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）

	間接補助事業名
	

	間接補助事業者名
	

	間接補助事業者の所在する市町村の人口（人）
	

	事業実施期間
	令和　年　月　～　令和　年　月


	１．商店街等の現状と課題

	（１）商店街等の現状
＊商店街等の歴史的背景、立地（駅前、郊外等）、商圏（約〇㎞圏内、自動車で約〇分以内等）、来街者層等（年代、性別等）を具体的に記載してください。
＊必要に応じてRESAS（地域経済分析システム）もご活用ください。
（参考）地域経済分析システム（RESAS）ホームページ https://resas.go.jp/#/13/13101
（２）商店街等へのニーズ・需要
＊ターゲットとする属性（年代・性別、居住地等）の来街者等が、商店街等に求めるニーズ・需要について記載してください。

（３）地域住民・来街者等のニーズ等を踏まえた商店街等の目指す姿
＊補助事業の実施に当たり、商店街等において目指す姿を記載してください。目指す姿は、地域で掲げるビジョンやコンセンプト、まちづくり計画の内容などと整合性のある内容にしてください。
（４）地域の現状と商店街等の目指す姿を踏まえた商店街等に不足する機能
＊上記（１）、（２）及び（３）を踏まえて、地域において不足する機能を記載してください。


	２．事業概要

	（１）事業概要
＊「（２）事業内容」に記載されている概要について200字以内で簡潔に記載してください。
（２）事業内容
＊①で補助事業に限らず、事業の全体像を記載したうえで、②に補助事業について記載してください。

①事業の全体像（補助事業のみならず、商店街等の目指す姿実現に向けた事業の全体像）
＊目指す姿と現状のギャップの解消に向け、取り組もうとしている事業の全体像について記載してください。
＊「商店街等の中長期的発展を見据えた計画・ビジョン等」を添付してください。
②補助事業の内容
＊「１．商店街等の現状と課題」を踏まえて、補助事業で実施する具体的な内容やその実施方法について記載してください。
＊補助事業の内容と合わせて、周辺地域への具体的な波及効果を記載してください。
（３）補助事業の開始及び完了予定日（スケジュール）
＊「月別のスケジュール及び工程表」を添付してください。  
＊必要に応じて、図表等で示してください。
（４）事業終了後の展望
＊「１．（３）来街者等のニーズ等を踏まえた商店街等の目指す姿」を踏まえつつ、補助事業者が、補助事業の実施後に取り組む内容について記載してください。
　

	３．補助事業中に収集するデータと仕組みづくり

	（1） 補助事業により把握したい情報
＊把握したい情報と、そのために収集するデータを記載してください。
＊申請時点の仮説を踏まえた上で、把握する情報が、補助事業の改善につながるものであることを示してください。
例
・ 提供しているサービスが、来街者のニーズを満たしているか確認するため、特定の商品を購入する来街者の年齢・性別のデータを収集します。
・ 子育ての課題を把握するため、子育て世代に対してアンケート調査と、インタビューを実施します。
（２）データを収集する手法
＊該当するものに「○」を記載し、具体的なデータ内容（資料名等）を記載してください。（複数選択可）
該当
具体的なデータ内容
AIカメラ
ビーコン
POS

アプリデータ
アンケート
その他
（３）収集したデータの分析方法と具体的な事業の改善
①取得したデータの分析方法
＊誰と、いつ、どのように分析するかなど、申請書作成時の仮説を示してください。
②分析結果をどのように活用するか。
＊該当するものに「○」を記載し、具体的な活用方法を記載してください。（複数選択可）
該当
具体的な活用方法
補助事業の効果を高める
商店街や地域内でデータを共有する
その他
＊分析結果をどのように事業に活用するか、申請時点での仮説とPDCAサイクルを記載してください。

＊どのように継続的にデータ収集、分析するか、想定している体制を含めて具体的に記載してください。


	４．補助事業実施後の展望

	（１）定性的な目標（補助事業実施後の取組内容）
年度
目標（取組内容）
備考
令和　年度
補助事業実施翌年度
令和　年度
令和　年度
令和　年度
令和　年度
（２）補助事業実施後の具体的な取組内容
＊上記（１）を、具体的に記載してください。
＊補助事業の成果を高めるための工夫も含めて記載してください。
（３）上記（１）を実現するための定量的な目標

＊実施１～５年後の列は、補助事業が終了した月を基準として毎年同月に測定することを想定して記入してください。
指標
測定方法
申請時値
実施
１年後
実施
２年後
実施
３年後
実施
４年後
実施
５年後


	５．補助事業の実施体制図

	①合意形成の状況
＊商店街等の合意形成の状況がわかる議事録等を添付してください。
＊補助事業者が民間事業者である場合、補助事業を商店街等で実施することや事業計画に対する商店街等の合意形成の状況について記載してください。
.

②役割分担
＊補助事業に参画する法人又は個人の名称、補助事業の中で担当する役割等を記載してください。
③地域の関係者との連携状況
＊地域の人材、地域外の人材と連携している場合には、当該人材の実績等とともに、その具体的な内容について記載してください。（例：まちづくり人材、コンサルタント、デザイナー、不動産、士業関係者、教育機関、ITなど）
④金融機関との連携状況【加点措置】
＊金融機関と連携している場合には、その具体的な内容について記載してください（例：事業計画、商圏分析、競合事業者などのアドバイス、ビジネスマッチング、創業・起業、事業承継などの支援）。
⑤金融機関以外からの資金調達の状況【加点措置】
＊金融機関からの融資や補助金以外に、資金調達に関して工夫している点や収益事業などを行っていれば記載してください。
⑥実施体制
＊添付してください。


	６．地方公共団体や国の計画との整合性

	（１）都道府県又は市町村が定める地域のまちづくり計画や商業振興ビジョン等との整合性
＊地方公共団体のまちづくり計画や観光ビジョン等に位置づけがある場合には、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。
（２）創業支援等事業計画（産業競争力強化法）又は都道府県・市町村における創業支援事業における補助事業との整合性
＊産業競争力強化法の創業支援等事業計画や都道府県・市町村における創業支援事業等に位置づけがある場合には、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。
（３）商店街活性化事業計画（地域商店街活性化法）における間接補助事業の位置づけ
＊地域商店街活性化法に基づき策定する商店街活性化事業計画に位置づけがある場合には、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。
（４）中心市街地活性化基本計画（中心市街地活性化法）における補助事業の位置づけ
＊中心市街地活性化法の中心市街地活性化基本計画に位置づけがある場合には、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。
（５）商店街活性化促進事業計画（地域再生法）における補助事業の位置づけ
＊地域再生法の商店街活性化促進事業計画に位置づけがある場合には、「補助事業が位置づけられている計画に関する資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。
（６）地域再生エリアマネジメント負担金制度（地域再生法）における補助事業者の位置づけ
＊地域再生法における地域再生計画に地域再生エリアマネジメント負担金制度の位置づけがある場合には、「本制度を活用する団体であることが分かる資料」の該当部分を抜粋して添付してください。
＊補助事業との具体的な連携について記載してください。



	７．補助金見込額等

	（１）経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
間接補助事業に要する経費
間接補助対象経費
（※１）
負　担　区　分
市町村からの
補助金額（※２）

間接補助事業者（※３）

※１．補助金交付の対象として知事が認める経費をいう。

※２．市町村が定める交付要綱を確認すること。
※３．（負担区分）間接補助事業者＝間接補助対象経費－市町村からの補助金額
（２）積算内訳
＊間接補助対象経費の積算明細を添付してください。
消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）　　　　　　　　（単位：円）
間接補助事業に要する経費
間接補助対象経費
間接補助金申請額
間接補助対象経費の区分
内訳
（税抜・税込の別）
謝金
旅費
事業実施に係る経費
会議費
店舗等賃借料
内装・設備・施工工事費
無体財産購入費
備品費
借料・損料
消耗品費
印刷製本費
広報費
委託費
外注費
補助員人件費
通信運搬費
申請者ごとの内訳
＊申請者が複数の場合は、それぞれ欄を追加して記載してください。
申請者の別
補助事業に要する経費
補助対象経費
補助金申請額
申請者①（　　　　　　　　　　　　　　　）
申請者②（　　　　　　　　　　　　　　　）
（３）資金計画
①資金計画表
項目
金額（円）
備考
補助事業に要する経費
うち補助金充当（予定）額
自己資金
借入金
高度化資金
金融機関等からの借入金
借入条件：補助事業取得財産の担保予定
有・無
その他の収入金
②借入金がある場合、借入金返済計画の詳細
＊借入金がある場合は、「借入金返済計画」を添付してください。
③収入金がある場合、収入金の詳細





（様式第２）
番          号
                                                                    年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金交付申請取下げ届出書
令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、下記の理由により取り下げます。
記
交付申請取下げ理由：
（様式第３）
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金調書
令和　　　年度
長野県所管
市町村名　　　　　　　　　（単位：円）
	県
	市町村
	備　　　　　　　　考

	歳出予算科目
	交付決定の額
	補　助　金
	
	歳　　入
	歳　　　　　　　出
	

	
	
	
	
	科　　　　　目
	予　算　総　額
	収　入　済　額
	科　　　　　目
	予　算　総　額
	うち県補助金相当額
	支　出　済　額
	うち県補助金相当額
	翌年度繰越額
	うち県補助金相当額
	

	（項）商工費
（目）中小企業振興費
うち、ウィズコロナ・アフターコロナ時代の商店街活性化支援事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


記載要領
１．「市町村」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記載すること。
２．「予算総額」は、歳入にあっては、当初予算額、追加更正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、追加更正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにして記載すること。
３．「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。
４．補助事業等の市町村の歳出予算額の繰越しが行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずること。この場合において、市町村の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算総額」及び「収入済額」の数字の下欄に県補助金額を内書（　　）をもって附記すること。
（様式第４）
番          号
                                                                    年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
　　
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金計画変更（等）承認申請書
令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、下記のとおり変更承認を申請します。
                                          記
１．変更の内容
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


２．変更を必要とする理由
３．変更が補助事業に及ぼす影響
４．変更後の補助事業に要する経費、間接補助対象経費及び補助金の配分額
　　別紙１のとおり

　（注１）間接補助事業計画書に準じて記入のこと。
　（注２）中止又は廃止にあたっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。


（様式第４別紙１）
間接補助対象経費等の積算内訳
	事業区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）

	間接補助事業名
	

	間接補助事業者名
	


１．間接補助対象経費等の積算内訳
消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業の区分
	間接補助事業に要する経費
	間接補助対象経費
	間接補助金申請額

	
	間接補助対象経費の区分
	
	
	

	
	
	内訳
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後

	（税抜・税込の別）
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	事業実施に係る経費
	
	
	
	
	

	
	
	会議費
	
	
	
	
	

	
	
	店舗等賃借料
	
	
	
	
	

	
	
	内装・設備・施工工事費
	
	
	
	
	

	
	
	無体財産購入費
	
	
	
	
	

	
	
	備品費
	
	
	
	
	

	
	
	借料・損料
	
	
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	
	広報費
	
	
	
	
	

	
	
	委託費
	
	
	
	
	

	
	
	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	補助員人件費
	
	
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	
	
	


（注１）間接補助対象経費の積算明細を添付すること。


（様式第５）
                                                          　　　　　　　　　　　　　　  番          号
                                                                    年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金事故報告書
　令和　年　月　日付け第　号で（変更）交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、下記のとおり事故があったので報告します。
                                          記
１．補助事業の進捗状況
２．同上の要した経費
３．事故の内容及び原因

４．事故に対する措置

５．補助事業の遂行及び完了の予定
（様式第６）
番          号
                                                                         年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
　　
長野県地域商業機能複合化推進事業に係る補助事業遂行状況報告書
令和　年　月　日付け第　号で（変更）交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、遂行状況を下記のとおり報告します。
                                          記
（金額単位：円）
	補助金交付決定
	概算払年月日
	概算払金額
	事業遂行状況

	通知年月日
	通　知　額
	
	
	

	
	
	
	
	



（様式第７）
番          号
                                                                    年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
長野県地域商業機能複合化推進事業に係る補助事業の実績報告書
　令和　年　月　日付け第　号で（変更）交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、補助事業を完了しましたので下記のとおり報告します。
                                          記
１．補助事業の内容
（１）補助事業の概要
	間接補助事業者名
	

	事業区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）

	事業概要
	


（２）補助事業の実績
別紙１のとおり
２．支出状況
（１）補助金充当額　（※１）
補助事業に要した経費　　　　　　円
補助金交付決定額　　　　　　円
補助金充当額　　　　　　円
（２）間接補助事業の支出状況
別紙１のとおり

（３）支出表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	間接補助事業に要した経費
（※２）
	間接補助対象経費
（※３）
	補助事業に要した経費
（※４）
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
交付申請額
（※５）
	市町村
負担額（※６）
	間接補助事業者負担額
（※７）
	

	
	
	
	
	
	
	


※１．消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額
※２．間接補助事業者が行う事業に要した経費の総額をいう。

※３．※２のうち、補助金交付の対象として知事が認める経費をいう。

※４．※３のうち、市町村長が間接補助事業者に交付する間接補助金の額をいう。

※５※６．交付要綱別表（間接補助対象経費及び補助率）に規定する補助率に準じた額とすること。

※７．間接補助事業者負担額＝間接補助対象経費－県補助金交付申請額－市町村負担額

（様式第７別紙１）
長野県地域商業機能複合化推進事業
事業実績報告書
	事業区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）

	間接補助事業名
	

	間接補助事業者名
	

	事業実施場所
及び地域（＊１）
	
	事業実施期間
（実績）
	令和　年　月～令和　年　月


＊１「商店街等と周辺の交通拠点、観光地、地域資源等との位置関係がわかる地図」を添付してください。
	１．間接補助事業の目的及び内容（事業の実施方法）

	（１）間接補助事業の実施内容及び実施方法

	１）事業の概要
２）事業の説明（実施した内容）


	（２）間接補助事業の実施体制（事業者名と役割等）

	

	（３）成果と間接補助事業後の取組計画

	


	２．補助金額等

	（１）経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
間接補助事業に要した経費
間接補助対象経費
（※１）
負　担　区　分
市町村からの
補助金額（※２）

間接補助事業者（※３）

※１．補助金交付の対象として知事が認める経費をいう。

※２．市町村が定める交付要綱を確認すること。
※３．（負担区分）間接補助事業者＝間接補助対象経費－市町村からの補助金額
（２）積算内訳（実績）
＊間接補助対象経費の積算明細を添付してください。
消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）　　　　　　　　（単位：円）
間接補助事業に要した経費
間接補助対象経費
間接補助金申請額
間接補助対象経費の区分
内訳
（税抜・税込の別）
謝金
旅費
事業実施に係る経費
会議費
店舗等賃借料
内装・設備・施工工事費
無体財産購入費
備品費
借料・損料
消耗品費
印刷製本費
広報費
委託費
外注費
補助員人件費
通信運搬費
（３）資金内訳
１）資金内訳一覧表
項目
金額（円）
備考
間接補助事業に要した経費
うち間接補助金充当額
自己資金
借入金
高度化資金
金融機関等からの借入金
借入条件：間接補助事業取得財産の担保予定
有・無
その他の収入金
２）借入金がある場合、借入金返済計画の詳細
＊借入金がある場合は、「借入金返済計画」を添付してください。
３）収入金がある場合、収入金の詳細



（様式第８）
番          号
                                                                 年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金精算（概算）払請求書
　令和　年　月　日付け第　号で確定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業補助金について、下記のとおり請求します。
                                              記
１．精算（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）　　　　　　　　　円
２．請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）
３．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
４．振込先
	振込銀行名
	　　　　　　　　銀行（金融機関コード【４桁】：　　　　　　）　　　　　　　　支店（支店コード【３桁】：　　　　　　　）

	口座種別
	普通　・　当座
	口座番号
	

	【フリガナ】
口座名義
	【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】



（様式第９）
                                                                                       番          号
                                                                   年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
　令和　年　月　日付け第　号で確定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、下記のとおり報告します。
                                              記
１．補助金額（知事が確定通知書により通知した額）　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　円
３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地
方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．補助金返還相当額（３．－２．）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
　（注１）別紙として積算の内訳を添付すること。

（様式第１０）
取得財産等管理台帳
	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	処分制限期間
	 保管場所
	 補助率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第２０条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、本交付要綱第２０条第２項に定める期間を記載すること。

（様式第１１）
取得財産等管理明細表（令和  年度）
	 区分
	 財産名
	 規格
	 数量
	 単価
	 金額
	 取得年月日
	処分制限期間
	 保管場所
	 補助率
	 備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から３号に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第２０条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、本交付要綱第２０条第２項に定める期間を記載すること。

（様式第１２） 　　　　　
                                                                                    番          号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   年    月    日
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
　　　　
長野県地域商業機能複合化推進事業補助金財産処分承認申請書
　長野県地域商業機能複合化推進事業補助金交付要綱第２０条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記

１．処分の内容
①処分する財産名等（別紙）　※取得財産管理台帳の該当財産部分抜粋等
　

②処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日

処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）

　
２．処分理由

　


（様式第１３）
番　　　　　号　　　
年　　月　　日　　　
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
　
長野県地域商業機能複合化推進事業に係る事業実施効果等報告書
令和　年　月　日付け第　号で（変更）交付決定通知のあった長野県地域商業機能複合化推進事業について、下記のとおり報告します。
記
１．実施した補助事業の概要
２．事業成果等について
別紙事業実施効果等報告書のとおり
（様式第１３別紙）
事業実施効果等報告書（長野県地域商業機能複合化推進事業）
１．間接補助事業の概要
	間接補助事業者名
	
	事業
概要
	

	間接補助事業名
	
	
	

	事業の区分
	消費動向等分析・テナントミックス構築事業（ソフト事業）
	
	


２．本事業の実施により目指す成果（事業実施後５年間の定量的な実績）
	把握する内容
	指標
	実績値
	測定方法

	
	
	事業実施終了時
	実施１年後
	実施２年後
	実施３年後
	実施４年後
	実施５年後
	

	
	
	令和　年　月
	令和　年　月
	令和　年　月
	令和　年　月
	令和　年　月
	令和　年　月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果（事業実施後５年間の定量的な実績）
	指標
	単位
	申請時の値
	実績値（各値の最新値をＣとする）
	達成度
	測定方法

	
	
	申請時値
（Ａ）
	目標値
（Ｂ）
	事業実施
終了時
	実施
１年後
	実施
２年後
	実施
３年後
	実施
４年後
	実施
５年後
	申請時
	目標
	

	
	
	令和　年
（　月）
	
	令和　年
（　月）
	令和　年
（　月）
	令和　年
（　月）
	令和　年
（　月）
	令和　年
（　月）
	令和　年
（１月）
	Ｃ／Ａ
	Ｃ／Ｂ
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４．取得データの分析結果の活用方法
	
	該当※
	具体的な活用方法

	補助事業の効果を高める
	
	

	商店街や地域内でデータを共有する
	
	

	その他
	
	


※該当する場合は、「○」を記載ください。
５．処分制限財産の管理状況
　□間接補助事業で取得した処分制限財産はありません。

　□間接補助事業で取得した処分制限財産について、処分制限期間内に知事の承認無く処分したものはありません。
（記載要領）
１．「１．間接補助事業の概要」は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記入すること。
２．「２．本事業の実施により目指す成果」における「把握する内容」や「指標」、「測定方法」については、（様式第１別紙２）間接補助事業計画書１．（３）１）②③④に記載した内容を記入すること。
３．「２．本事業の実施により目指す成果」及び「３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果」における「実績値」については、事業実施終了時の数値を測定した月を基準に毎年測定すること。

４．「３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果」における「指標」や「申請時の値」、「測定手法」については、（様式第１別紙２）間接補助事業計画書１．（３）２）②に記載した内容を記入すること。
５．「３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果」における「目標値（Ｂ）」については、（様式第１別紙２）間接補助事業計画書１．（３）２）②における「実施５年後」に掲げた数値を記入すること。

６．「３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果」における指標について、数値の減少が目標値となる指標（空き店舗数等）を挙げた場合は、「申請時値」、「目標値」、「実績値」及び「測定手法」のみを記入し、「達成度」は棒線（－）を記入すること。

７．「３．商店街等のあるべき姿に向けた取組の成果」における実績値について、『事業実施年度終了時』欄に記入した場合は、測定期間を「測定手法」欄に記入すること。
８．「４．取得データの分析結果の活用方法」については、（別記第１号様式別紙２）補助事業計画書３．（３）②に記載した内容に基づき、事業実施状況を踏まえて記入すること。
９．行が不足する場合は、適宜、増やすなどして表を作成すること。
１０．参考となる資料がある場合は、併せて提出すること。
１１．「４．処分制限財産の管理状況」については、該当するいずれかにレ点を付すこと。
（様式第１４号）
番　　　　　号　　　
年　　月　　日　　　
長野県知事　様
所在地
市町村名
市町村長名
暴力団排除に関する誓約書
当団体は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

(１) 団体が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
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